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●志賀原発の廃炉要請にあたって

　　本年5月21日の福井地裁判決は、東京電力・福島第一原発事故後はじめて、原発の運転再開を認めない判断を下した画期的なものです。原発の運転差し止め訴訟では、金沢地裁が06年、運転中だった北陸電力志賀原発２号機の差し止めを命じて以来のものです。
　　大飯原発3・4号機運転差止請求事件判決は、「ひとたび深刻な事故が起これば多くの生命、身体やその生活基盤に重大な被害を及ぼす」という認識にたって、「国民の生存を基礎とする人格権」の立場から原発の本質的な危険性を指摘し、関西電力の主張を論破して、大飯原発の運転差し止めを求めました。この判決には、福島事故とその3年後の深刻な現実と、福井県をはじめ全国各地での粘り強い反対運動と世論が反映していると考えます。
　　今回の判決では、電力会社が、原発の稼動が電力供給の安定性、コストの低減につながると主張したのに対して、「極めて多数の人の生存そのものに関わる権利と電気代の高い低いの問題等とを並べて論じるような議論に加わったり、その議論の当否を判断すること自体、法的には許されない」と退けました。そのうえで、「このコストの問題に関連して国富の流出や喪失の議論があるが、たとえ本件原発の運転停止によって多額の貿易赤字が出るとしても、これを国富の流出や喪失というべきではなく、豊かな国土とそこに国民が根を下ろして生活していることが国富であり、これを取り戻すことができなくなることが国富の喪失であると当裁判所は考えている」と論じました。

さらに、「被告は、原子力発電所の稼動がCO2排出削減に資するもので環境面で優れている旨主張するが、原子力発電所でひとたび深刻事故が起こった場合の環境汚染はすさまじいものであって、福島原発事故は我が国始まって以来最大の公害、環境汚染であることに照らすと、環境問題を原子力発電所の運転継続の根拠とすることは甚だしい筋違いである」とも指摘しています。

同判決が指摘していることは、私たち石川県に在住する住民が長年にわたって主張きたことでもあり、大飯3・4号機と同じように、志賀1・2号機も重大な危険をかかえています。

政府は、今回の判決を真摯に、かつ重く受け止め、大飯原発はもとより、全国の原発の再稼動を即刻断念すべきです。私たちはとくに石川県の志賀原発1・2号炉の再稼動中止・廃炉を求める理由を下記に述べ、政府・経済産業省としての、再稼動はさせない、廃炉にするとの決断を要望するものです。
１、志賀原発の直下や周辺には多くの活断層や断層があり、大地震発生の可能性があります。

志賀原発が立地する能登半島は逆断層運動によって形成されてきたものであり、たくさんの活断層が知られています。志賀原発の周辺にも数多くの活断層が存在しており、2012年7月には国による耐震安全性審査の中で、原子炉建屋直下の活断層が見逃されたことが明らかとなりました。この審議において、委員の一人である今泉俊文・東北大学教授は、「これぞまさに典型的な活断層が炉心の下を通っている代表的な例ではないか」と意見を述べました。

石川県内の住民と科学者が2012年春から、立石雅昭・新潟大学名誉教授の指導のもとで、志賀原発周辺の活断層・断層群の調査を行っています。その中で、①志賀原発の北方約９kmに想定された富来川南岸断層が確かに存在して活動していること、②原発の東方約１kmの福浦断層が40万年前以降に活動していること、③志賀原発敷地西方海岸に多数存在する「線状構造」は、原子炉建屋直下などを走っている敷地内活断層と走向が類似しており、共通した応力場で形成したと考えられるが、測量と観察などを行った結果、これらは明らかに断層であること、④志賀原発の北約２kmの福浦灯台下の海岸にも多くの断層があり、おそらく地震の繰り返しで形成されたと考えられる２段のノッチも認められること―が明らかになりました。

北陸電力は、敷地内断層、富来川南岸断層、福浦断層、海岸の断層群のいずれも、原発サイトに耐震安全上の影響を及ぼすものではないと評価していますが、北電の調査はあまりにずさんであり、科学的にまったく成り立たない議論を行っています。

２．志賀原発でシビアアクシデント(苛酷事故)がおこったら、奥能登の住民は避難できません。

志賀原発は、能登半島の東西の幅が12kmしかない最狭部に位置しています。福島第一原発事故やチェルノブイリ原発事故のようなシビアアクシデントがおきれば、志賀原発以北に住む人々や観光に訪れた人々は、原発の近くを通らなければ能登半島から脱出できません。

米国では、シビアアクシデントの際に住民が避難できないとして、ショーラム原発は建設されたものの運転されずに廃炉になっています。

環境経済研究所(上岡直見代表)は今年1月、志賀原発から30km圏の住民が圏外に避難する時間について計算し、地震との複合災害の影響などで避難路が国道のみに限られる場合、避難完了までに36.5時間を要すると発表しました。

志賀原発でシビアアクシデントがおきて、大量の放射性物質が放出された場合、すべての住民が被ばくを避けられる時間内に避難し終えることが不可能であることを示すものです。

３．志賀原発は、冷却できなくなるとシビアアクシデント(苛酷事故)に至る欠陥原子炉(軽水炉)です。

志賀原発1号機は、2011年3月に炉心溶融と膨大な放射性物質の放出というシビアアクシデント(苛酷事故)を起こした福島第一原発1～4号機と同じ炉型(沸騰水型軽水炉)です。志賀2号機も若干の構造の違いはありますが、同じく沸騰水型軽水炉です。

シビアアクシデントは、原発の備えている安全装置などでは収拾できない事故です。こうなると、現場に居合わせた人間が八方手を尽くして収束を図るしかありません。シビアアクシデント問題をかかえた軽水炉は、いざという時にブレーキが利かない自動車と同じく、欠陥商品です。

志賀1号機の名前を全国に知らしめたのは、2007年3月に発覚した臨界事故です。その8年前、1999年6月の真夜中、制御棒が勝手に抜け落ちて原子炉は臨界状態に陥りました。定期検査のため、原子炉圧力容器のふたは開けっ放しでした。シビアアクシデントにつながりかねない大事故でした、この事故を北電は隠していました。

４．志賀原発は、北陸地域の電力供給に不要です。

志賀原発1号機は1993年7月に営業運転を開始しました。

北陸電力は1992年までは、降水が少なく水力発電の出力が低下する期間に関西以西から給電を受けていました。しかし1994年からは、七尾大田火力1、2号の運転開始もあいまって、余剰電力を関西・中部へ連系送電するのに転じ、石油火力発電の稼働率も低下させています。その後も一貫して北電は、連系受電の収支はマイナスで、域外に余剰電力を送っています。

志賀原発2号機が2006年に営業運転を開始したことで、余剰電力の域外への送電はいっそう増えました。志賀2号機は、関西・中部電力に電力を送る目的で建設されたものです。

「3.11」以降、志賀原発は2基ともが運転を停止したままですが、猛暑であった2012年や13年の夏も含めて、北陸地域で電力供給になんら問題は発生していません。

５．国会の事故調査報告書では、シビアアクシデント(苛酷事故)がおこったら、北陸電力には事故に対応する能力がないと断定されています。

福島第一原発事故は、冷却材喪失事故でした。激しい地震動で送電鉄塔が倒壊して外部電源が失われ、非常用ディーゼル発電機が動き始めたものの津波で破損してこれも停止し、ついに全交流電源喪失に至りました。交流電源を使わない冷却装置で冷却が行われたものの、順次機能を失っていき、ついには冷却機能が完全に失われるという経過をたどりました。

地震動で大口径の配管が破断して冷却材喪失事故が起こり、核反応が停止した直後に炉心が露出した場合、おそらく数分で炉心溶融が起きるだろうと指摘されています。

福島第一原発事故のようなシビアアクシデントがおこったら、北陸電力は事故に対応できるのでしょうか。それについては、国会事故調報告書が、北陸電力を名指しで、「原子炉事故を収拾するために必要な経理的基礎や人的リソース等に関して全く不十分」と指摘しています。
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